
随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-321-5939

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和6年度 北九州港・みな
とまちづくり事業

一般社団法人 北九州港振
興協会

5,072,804 令和6年4月1日

　本業務については、北九州港の役割や海辺の魅力を様々な
イベント等を通じて広く市民に周知するとともに、人々が集
い、交流し、にぎわう海辺づくりとそのイメージアップを目
指して実施するものである。
　実施にあたっては、北九州港の仕組みや港湾施設、イベン
ト企画・実施に精通するとともに、各港運協会をはじめとし
た港湾関係団体とのネットワークを活用する必要があること
及び海事関係官庁との調整をする必要があることから、一般
社団法人 北九州港振興協会にしか履行できないと判断し
た。
　そのため、令和6年3月1日付公示にて参加者の有無を確認
する公募を実施したところ、提出期限までに参加意思確認書
の提出者がいなかったため、当該業者との特命随意契約を行
うもの。

自治法
施行令
第２号

5,072,804

令和6年度 北九州港へのク
ルーズ船寄港に伴う安全対
策及びおもてなし等業務
（令和6年4～5月分）

一般社団法人 北九州港振
興協会

19,558,173 令和6年4月1日

　本業務は、クルーズ船の安全で円滑な受入体制の整備と、
船社のニーズに合わせた歓迎・おもてなし等を企画・実施す
るものである。
　一般社団法人 北九州港振興協会は、これまでのクルーズ
船の受入業務を通じて、国等の機関や港湾関係機関と緊密な
ネットワークを有しており、専門性や特殊性が高い北九州港
域内の関係機関への許可申請や説明等を滞りなく進めること
が可能である。
　また、クルーズ船受入に関する業者の選定について、令和
4年3月に応募要件等を明示した上で、広く参加者を募り参加
の有無を確認する公募の手続きを行ったが、参加を申し出る
他の事業者はいなかったため、当該業者との特命随意契約を
行うもの。

自治法
施行令
第２号

19,558,173

令和6年度 北九州港へのク
ルーズ船寄港に伴う安全対
策及びおもてなし等業務
（令和6年6～8月分）

一般社団法人 北九州港振
興協会

9,661,850 令和6年5月30日

　本業務は、クルーズ船の安全で円滑な受入体制の整備と、
船社のニーズに合わせた歓迎・おもてなし等を企画・実施す
るものである。
　一般社団法人 北九州港振興協会は、これまでのクルーズ
船の受入業務を通じて、国等の機関や港湾関係機関と緊密な
ネットワークを有しており、専門性や特殊性が高い北九州港
域内の関係機関への許可申請や説明等を滞りなく進めること
が可能である。
　また、クルーズ船受入に関する業者の選定について、令和
4年3月に応募要件等を明示した上で、広く参加者を募り参加
の有無を確認する公募の手続きを行ったが、参加を申し出る
他の事業者はいなかったため、当該業者との特命随意契約を
行うもの。

自治法
施行令
第２号

9,661,850

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

港湾空港局クルーズ・交流課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-321-5929

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和6年度港湾情報システ
ム＿インフラ設計・構築等
業務委託

日鉄ソリューションズ株式
会社

14,473,800 令和6年9月3日

　本件業務システムは、平成８年度に同社が開発・構築し、
運用保守も担っているものである。
　５年間の保守期間を経て、器材更新とサービス期間終了を
迎えるウィンドウズＯＳのバージョンアップとそれに対応し
たシステム全体の再構築のうちインフラ設計を行うものであ
る。
　よって、現行システムを熟知した同社を特命する。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

令和6年度港湾情報システ
ム＿業務システム移行業務
委託

日鉄ソリューションズ株式
会社

95,826,500 令和6年9月3日

　本件業務システムは、平成８年度に同社が開発・構築し、
運用保守も担っているものである。
　５年間の保守期間を経て、器材更新とサービス期間終了を
迎えるウィンドウズＯＳのバージョンアップとそれに対応し
たシステム全体の再構築のうち各種ソフトウェアのプログラ
ム改修を行うものである。
　よって、現行システムを熟知した同社を特命する。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

令和6年度港湾情報システ
ム＿インフラ機器等導入業
務委託

日鉄ソリューションズ株式
会社

35,950,200 令和6年9月3日

　本件業務システムは、平成８年度に同社が開発・構築し、
運用保守も担っているものである。
　５年間の保守期間を経て、器材更新とサービス期間終了を
迎えるウィンドウズＯＳのバージョンアップとそれに対応し
たシステム全体の再構築のうち新サーバやクライアントPC等
の器材更新を行うものである。
　よって、現行システムを熟知した同社を特命する。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

港湾空港局港営課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－321－5941

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和6年度北九州港港湾調
査データ登録業務委託

寶結株式会社 10,454,400 令和6年4月1日

　本統計業務は、港湾における基礎的な知識に加え、報告義
務者が提出するマニフェスト等を解読する業務があり、海
運・港湾・商品に関する専門的な知識が必要となる。
　本事業者は、本市システム向けに独自のRPAプログラムを
開発し港湾統計データの入力を行っている。これにより入力
作業が大幅に効率化されたことで委託費の大幅な削減だけで
なく、統計データ入力の高品質化を実現している。
　令和５年度契約において、「北九州市委託業務への参加者
の有無を確認する公募手続きに関する要綱」に基づき、公募
を行った結果、同業務を履行可能なものが１社しかいないこ
とが確認されたため、同社と随意契約したもの。

自治法
施行令
第２号

11,133,619

港湾情報システムサイバー
ポート連携業務委託

日鉄ソリューションズ九州
株式会社

17,050,000 令和6年8月9日

　港湾情報システムは、新日鉄住金ソリューションズ株式会
社（現：日鉄ソリューションズ株式会社）に開発を委託した
もので、その後のシステム改修及び運用保守業務に関して
は、子会社である九州NSソリューションズ株式会社（現：日
鉄ソリューションズ九州株式会社）へ委託している。
　日鉄ソリューションズ九州株式会社は本業務履行にあた
り、稼働中のシステムに影響を与えることなく、短期間でシ
ステム改修を正確に実施することができる唯一の業者であ
り、また以下の理由から、同社を契約相手先として特命する
ものである。
・港湾情報システム運用保守業務を継続的に行っており、当
　初の開発仕様を細部まで熟知し、これまでのシステム改修
　経過も熟知している。そのため、今回の改修に関しても安
　定的かつ迅速に実施することができる。
・港湾情報システムにおける改修を行いながら、システムを
　停止することなく、安定的な運用を継続することは、これ
　まで改修、運用を行ってきた同社でなければ行うことはで
　きない。
・当該業務の委託先は当初開発、機種更新、改修及び運用保
　守業務を手掛けてきた会社であり、本業務を他事業者に対
　応させることは、障害等トラブル発生時に、その原因・責
　任の切り分けが不可能となる。

自治法
施行令
第２号

17,537,960

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

港湾空港局物流振興課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-321-5961

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

港湾漁港積算システム改定
業務委託（６）

株式会社九州日立システム
ズ

1,845,800 令和6年5月15日

　本業務は、公表単価及び積算歩掛の改定に伴い、公共工事
の工事費等の積算に使用している「北九州市積算システム」
の基準データを改定するものであるが、
　・当該積算システムの技術内容が公開されておらず、排他
　　的権利が設定されていること。
　・当該積算システムの著作権は、株式会社日立システムズ
　　が保有しているが、平成30年4月1日付けでグループ企業
　　の株式会社九州日立システムズに九州地区の自治体事業
　　のすべてを移管したため、株式会社九州日立システムズ
　　でなければ業務の履行ができないこと。
から、随意契約としたものである。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

廃棄物響灘東護岸築造にお
ける船舶安全管理業務委託
（６）

公益社団法人西部海難防止
協会

33,990,000 令和6年5月31日

　本業務は、響灘東地区処分場整備事業の護岸築造工事の実
施にあたり、業務の安全と円滑な遂行及び付近の通行船舶の
安全確保のため、工事に関する情報、通行船舶の情報、気
象・海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を工
事関係者及び通行船舶等に速やかに伝達するものである。
　業務にあたっては、北九州港における航行船舶の安全管理
業務に精通する必要がある。
　公益社団法人西部海難防止協会は、九州及び山口県の一部
沿岸水域における海上交通の安全に寄与することを目的に設
置された公益法人であり、九州・山口海域における安全管理
業務の実績を数多く有している。
　同協会は、響灘のみならず北九州港周辺海域における航行
安全検討業務に広く精通しており、当該業務を遂行できる唯
一の団体であると考えられる。
　令和5年2月15日から令和5年3月1日まで本業務委託の公募
を行った結果、応募者がおらず、公益社団法人西部海難防止
協会の他に応募要件を満たすものが確認できなかった。
　以上のことから、同協会が本業務を履行できる唯一の団体
であると判断し、随意契約を行ったものである。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

港湾空港局整備課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093-321-5961

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

港湾空港局整備課

新門司北護岸後背用地除草
業務委託（６）

株式会社ふくろう 1,009,800 令和6年8月28日

　本業務は、港湾空港局管理用地（約9,000平方メートル）
の除草業務委託であるが、本市において、障害者就労施設等
での多様な就業機会を確保することを目的として策定された
「令和６年度北九州市における障害者就労施設等からの物品
等調達方針」に基づき、地方自治法施行令第１６７条の２第
１項第３号における随意契約を行ったものである。

自治法
施行令
第３号

1,009,800

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 093－582－2308

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

「北九州空港」アドボード
作成・掲出業務委託

株式会社ギラヴァンツ北九
州

3,080,000 令和6年5月27日

　Ｊリーグに所属する「ギラヴァンツ北九州」のホームスタ
ジアムであるミクニワールドスタジアム北九州にアドボード
（広告板）を掲示することは、一度に数千人規模の来場者に
対する継続的かつ直接的なＰＲが可能となるだけでなく、映
像中継を通じて全国の視聴者に対してＰＲすることができ
る。
　上記のことから、「北九州空港」のアドボード（広告板）
を掲示し、広くＰＲするには、当該場所を使用する権利を有
する㈱ギラヴァンツ北九州以外では当該業務を履行できない
ため、特命により業務を委託する。

自治法
施行令
第２号

3,080,000

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

港湾空港局空港企画課


